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Ⅰ．県内における人手不足の状況と対応策 ～現状～

（大企業の声）
設計士や営業職が不足していたが、中途採用により人材を確保
でき、過不足感はない。【不動産、大企業】
自動化・省力化は常に検討している。原材料コストが上昇して
いる中、人件費を抑制することにより、製品価格への価格転嫁
を抑えたい。【食料品、大企業】

（中小企業の声）
近隣にある大企業には賃金水準や福利厚生面で太刀打ちできな
い。さらに高校生の就職には親の意向が強く働くため、ネーム
バリューで負けてしまう。【生産用機械、中小企業】
商工会議所の役員をしているのでインターンシップを受け入れ
ているが、受け入れた工業高校の卒業生を採用できていない。【
生産用機械、中小企業】

人材の取り合いになっており、募集しても応募がない。働き盛
りの30代から40代を採用したいが、応募があっても70代。【卸
売、中小企業】
人手不足が深刻な問題であり、設備投資や事業拡大も儘ならな
い状況。【商工会・商工会議所】

（企業活動への弊害）
テナントとして新規出店したいという意欲は持っているが、ス
タッフが確保できないことにより出店を見合わせる企業が増え
ている。【百貨店・スーパー、大企業】
グループ内のどの企業も、どのセクションも人手不足であるが
、トラック運転手は特に厳しい。1割程度のトラックが稼働でき
ていない。【運輸、大企業】
人手不足がこのまま続くと、宿泊客もあり、受け入れる部屋も
あるのにもかかわらず、従業員がいないため、倒産してしまう
民宿がでてくる。【観光協会】

≪企業の声≫有効求人倍率・三重県

（注）全体は季節調整値、正社員は原数値。

従業員数判断BSI・三重県内（原数値）

（注）従業員数判断BSI＝ ×100不足気味企業数－過剰気味企業数
有効回答企業数

1.68

〔資料〕津財務事務所「法人企業景気予測調査」

1.27

〔資料〕三重労働局

＋33.9
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Ⅰ．県内における人手不足の状況と対応策 ～対応策（ヒアリングより）～

【採用活動等】

○販売現場ではなく、バックヤード（物流センター）に外国人労働者を多数雇用。【小売、大企業】

○大手企業を退職した人材を採用している。専門分野に明るく、事業展開などの助言も受けている。

【電気機械、中堅企業】

○取捨選択をしていた講演依頼は全て受けることとし、社長自らが働きやすさをPR。【生産用機械、中小企業】

○年間休暇数を気にする学生が多く、ネット検索でヒットするよう、108日から110日に変更。

【生産用機械、中小企業】

【社内環境の整備】

○定年を65歳まで延長したほか、能力のある社員にはその後も継続雇用。【建設、中小企業】

○子育て中の女性職員のため、定期的に在宅勤務と在社勤務を使い分ける制度を整備。【生産用機械、中小企業】

○年１回１週間の休暇付与や、職員旅行や懇親会の補助など職場の親睦を深める取組みの結果、離職率が20％か

ら5％台まで減少。【化学、中小企業】

人材確保に向けた取組み
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万協製薬

エバ工業

【業務プロセスの見直し】

○働き方改革が受け入れやすい環境になりつつあるため、当社も17時以降の受入れを翌日に回したり、朝一での

納品を午前中にしたりするなどを提案していくことにより、業務量の削減を図りたい。【運輸、大企業】

○食事の提供スタイルをバイキングスタイルに切り替えたり、客室をベッド化している。【観光協会】

【機械化・IoTの導入】

○収益の遅れがリスクになると認識しており、機械をシステムでつなぐIoT投資を進めていきたい。ただし、グラ

ンドデザインが描き切れていないとうまくいかない。【生産用機械、中小企業】

○この地域の経営者は特に保守的であるため、成功事例がないと省力化による抜本的なコスト削減にはなかなか取

り組まない。【情報通信、中小企業】

生産性向上に関する取組み



Ⅱ．東海地域における先端技術の活用状況 ～ 先端技術の活用が必要とされる背景 ～

◯ 深刻な人手不足に加えて、グローバル化や産業のパラダイムシフトといった競争環境の変化も進んでおり、先端技術活用による競争力

強化や生産性向上の必要性は一層高まっている。

電動化 シェアードモビリティ

世界的環境規制の厳格化に
伴う パワートレインの多
様化への対応。

クルマを巡る新たなサービ
ス創出と「所有から利用
へ」と変化する既存ビジネ
スへの対応。

自動運転 コネクティビティ

将来像の明確化と競争・協
調領域の戦略的切り分けへ
の対応。

自動運転技術によって新た
に創出される付加価値領域
への対応。
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【東海地域におけるインターネットを利用した
１世帯当たりの１ヵ月間の平均支出】

≪新技術の発展と産業のパラダイムシフト≫

【自動車業界を取り巻く環境の変化】
≪企業の声≫

自動車業界は高度運転支援、電気自動車など間違いなく大きなパラダイ
ムシフトの時期に入っており、それも急速に変化している。しっかりと
状況を把握し判断を誤らないようにする必要がある。 【大企業・製造
業（自動車部品）】

自動車業界は100年に一度の大改革の時代。勝つか負けるかではなく
、生きるか死ぬか。 【大企業・製造業（自動車）】

最近は広告方法も変化しており、ＳＮＳ等による広告を積極的に活用
している。 【中小企業・非製造業（ドラッグストア）】

ＩＴ技術の活用のためには、５Gなどの情報通信インフラの早期導入
が必要である。 【大企業・非製造業（運輸業）】

（出所）総務省「家計消費状況調査」に基づき当局にて作成
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Ⅱ．東海地域における先端技術の活用状況 ～ 中小企業における活用状況 ～

○ 先端技術を活用していると回答した大企業の割合は88%に対して、中小企業の割合は8%となっており、中小企業における先端技術の
活用はほとんど進んでいない。しかしながら、「活用予定又は検討中」、「活用したくてもできない」と回答した中小企業の割合は47%となっ
ており、先端技術活用についての関心の高さが窺える。（注）先端技術：ロボット、IoT、AI、クラウド、ビッグデータ

○ 先端技術の活用目的としては、中小企業においても「業務効率の向上(従業員の負担軽減) 」と回答した割合が最も高く、大企業と差異は
見られない。一方で、「人材不足の解消」と回答した中小企業の割合は、大企業に比べて高くなっている。

先端技術の活用状況 ～大企業と中小企業との比較～

回答社数 ：435社

先端技術の活用目的 ～大企業と中小企業の比較～

【調査の概要】
管内の大企業に当

局がヒアリング調査
を実施。実施時期は9
月中旬から10月中旬
。対象先数は計51社
（製造業40社、非製
造業11社）。
上記調査とは別に

中小企業については
愛知中小企業家同友
会の協力のもと、同
会会員企業435社（
製造業105社、非製
造業328社、業種未
回答2社）から得た回
答に基づき当局にて
作成。

回答社数 ： 51社

＜大企業＞ ＜中小企業＞

4回答社数：大企業 44社、中小企業 37社
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Ⅱ．東海地域における先端技術の活用状況 ～ 中小企業における活用状況 ～

○ 先端技術の活用が進まない理由をみると、「先端技術がどのようなものかわからない」、「どのように活用してよいかわからない」、「導入
にあたり誰に相談してよいかわからない」といった回答が多いほか、「IT技術を使いこなせる人材がいない」といった人材面の課題や「導入
に係る資金が不足している」といった資金・費用面の問題点が多く聞かれる。

【「先端技術を活用したくてもできない」理由 】

システムを使える人材の確保や既存従業員への対応が必要。 【サービス業】

建設労務のため、先端技術の必要性がないし、 先端技術がわからない。 【建設業】

自社を見てどこをどうすれば業務効率が上がるかアドバイスをくれる人がいると先端技術を導入しやすい。【卸・小売業】

先端技術導入後の働き方が想像できないので積極的に検討が出来ない。 【卸・小売業】

まずはAIに学ばせるためのデータの収集が必要。 【製造業】

中小企業で先端技術の活用が進まない理由

【「先端技術を活用しない」理由 】
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回答社数： 60社（複数回答） 回答社数：196社（複数回答）

活用が進まない中小企業の声



Ⅱ．東海地域における先端技術の活用状況 ～ 中小企業の課題解決に向けて ～
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○ 中小企業における先端技術の活用については、アンケートの結果から、主に①導入費用が大きい、②先端技術のことについてわからない、といった理由によって先端
技術の導入が進んでいないことがわかる。

○ こうした中、東海地方の製造業では製造品付加価値額の約半分を中小企業が占めていることや、非製造業に比べて製造業は①何をやりたいか決まっている、②データ
が取りやすい、といったAIなどの先端技術を導入する条件を満たしやすいなど、中小企業の製造業が先端技術の導入を進めていくメリットは大きい。

○ 中小企業の課題解決にあたって、低コストで導入可能なIoTの仕組みの導入を支援している企業があるほか、支援機関による人材育成のための研修が行われているな
ど、課題解決に向けた取り組みが行われている。

○ 一方で、そもそも先端技術が何かわからない中小企業に対して十分な対応が必要な状況にあり、例えば、中小企業に寄り添ってコンサルティングを行う金融機関が企
業をやる気にさせ、中小企業の課題を分析した内容を専門家に伝えるなどの取組みが期待されている。

○ 中小企業が先端技術を活用するにあたっての課題を解決するためには、中小企業と金融機関、支援機関等が連携していく必要がある。
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中小企業における
先端技術活用上

の課題

課題に対応した主な支援事例

ＩｏT導入支援 AI導入支援 IT・IoT導入支援、人材育成
i Smart Technologies 株式会社 株式会社キスモ 公益財団法人ソフトピアジャパン

・低コスト（初期費用約10万円）で導入可能
・古い設備にも設置可能

・簡易なAI精度検証のトライアルなど、規模に見
合った導入の提案が可能

・全国各地のIoT導入事例集を紹介
・職員による現場訪問・ヒアリングの実施

・工場の見える化等を支援する「スマートものづ
くり指導者」等を派遣
・IoT活用にかかる相談の受付・提案の実施

・人材育成のための研修を実施

・IoTセミナーの開催やIoT導入工場の見学を実施
・高精細3Dプリンタやレーザー加工機などのデジ
タル工作機器を設置し、一般に利用開放

・AIの専門家でなくともAI開発を可能にする、全
自動AI開発支援パッケージの提供

・データを解析して改善アドバイスを行う「ライン
診断サービス」の提供
・e-ラーニング教材の作成、セミナーの実施

・セミナー・講演の実施
・IoT導入工場の見学受入れ

①導入費用が大きい

②
先
端
技
術
が
わ
か
ら
な
い

（1）関心はあるが、
何が自社の課題で、
何をしたいかがわか
らない

（2）データを活用でき
る人材がいない

（3）導入の効果・成
功確率がわからない

（4）そもそも何もわか
らない。関心がない

中
小
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業
の
課
題
解
決

活
用
推
進
に

向
け
た
課
題

・ AI・IT人材の育成（企業内の人材、企
業外のコンサル・データアナリスト人材
の育成）
・ 中小企業をサポートする環境（システム

の企画・運営をサポートするサービス
の提供、相談窓口の拡充）

・ 支援企業に単に専門家を派遣させるだけでなく、
企業の分析をして専門家との間の橋渡し役をする
・ 支援企業をやる気にさせる

金
融
機
関
に
期
待

さ
れ
る
役
割

シンプルなシステム構築により、顧客の設備
に後付けのセンサーを１時間程度で取り付
け、データを自動収集し、稼働状況がリアル
タイムにモニタリングできる仕組みを構築

AIを活用した新規事業/新商品の企画
から、社内の業務効率化まで一気通
貫でサポート

IoT、ビッグデータ、AI、ロボット等を導入・
活用できるよう促進し、生産性の向上や
新商品・新サービス創出を実現するため
の支援を実施

連携・支援連携・支援

十
分
な
対
応
が
必
要

連携

・国の補助事業を活用することにより中小企業
の自己負担額を軽減（例：スマートものづくり指
導者等の派遣費用のうち2/3を県と国で補助）

・ IoT投資をきっかけとして、自動化投資（ロボット）
へつなげていくことが必要で、そこで資金需要も発
生するため、IoT導入段階から企業に関与していく

・AIの精度を診断し、成功確率が上がるような
精度向上のサポート

・開発要件に関するヒアリングを通じたコンサル
ティングサービスの提供


